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連 結 貸 借 対 照 表

令和 年 月 日現在

科 目 内 訳 金 額

百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 信 料 未 収 金

未 収 受 信 料 欠 損 引 当 金 △

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 △

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △

機 械 装 置 及 び 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

その他の出資その他の資産

貸 倒 引 当 金 △

出 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産

建 設 積 立 資 産

特 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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科 目 内 訳 金 額

百万円 百万円

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

受 信 料 前 受 金

短 期 リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 引 当 金

国 際 催 事 放 送 権 料 引 当 金

東京オリンピック・パラリン

ピ ッ ク 関 連 費 用 引 当 金

長 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

承 継 資 本

固 定 資 産 充 当 資 本

連 結 剰 余 金

資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金 △

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計
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連 結 損 益 計 算 書

平成 年 月 日から

令和 年 月 日まで

科 目 金 額

経

常

事

業

収

支

百万円

経 常 事 業 収 入

受 信 料

そ の 他 の 経 常 事 業 収 入

経 常 事 業 支 出

放 送 事 業 運 営 費

未 収 受 信 料 欠 損 償 却 費

そ の 他 の 経 常 事 業 支 出

経 常 事 業 収 支 差 金

経

常

事

業

外

収

支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入

そ の 他 の 経 常 事 業 外 収 入

経 常 事 業 外 支 出

財 務 費

そ の 他 の 経 常 事 業 外 支 出

経 常 事 業 外 収 支 差 金

経 常 収 支 差 金

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 の 特 別 収 入

特 別 支 出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 特 別 支 出

税 金 等 調 整 前 当 期 事 業 収 支 差 金

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 事 業 収 支 差 金

非支配株主に帰属する当期事業収支差金

親会社に帰属する当期事業収支差金
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連 結 資 本 等 変 動 計 算 書

平成 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（単位 百万円）

科 目

資 本

承継資本
固定資産

充当資本

連 結

剰 余 金 資本合計

前 期 末 残 高

連 結 子 会 社 の 合 併 に 伴 う

会計方針の変更による累積的影響額
－ －

遡 及 処 理 後 当 期 首 残 高

連結会計年度中の変動額

固定資産充当資本組入れ － △ －

親 会 社 に 帰 属 す る

当 期 事 業 収 支 差 金
－ －

非支配株主との取引に係る

親 会 社 の 持 分 変 動
－ － △ △

資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
－ － － －

連結会計年度中の変動額合計 －

当 期 末 残 高

科 目

評価・換算差額等
非 支 配

株 主

持 分

純 資 産

合 計
そ の 他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損 益

評価・換算

差 額 等

合 計

前 期 末 残 高 △ △ △

連 結 子 会 社 の 合 併 に 伴 う

会計方針の変更による累積的影響額
－ － － －

遡 及 処 理 後 当 期 首 残 高 △ △ △

連結会計年度中の変動額

固定資産充当資本組入れ － － － － －

親 会 社 に 帰 属 す る

当 期 事 業 収 支 差 金
－ － － －

非支配株主との取引に係る

親 会 社 の 持 分 変 動
－ － － － △

資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△ △ △ △ △

連結会計年度中の変動額合計 △ △ △ △

当 期 末 残 高 △ △ △
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連結キャッシュ・フロー計算書

平成 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（単位 百万円）

区 分 金 額
Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期事業収支差金
減価償却費
退職給付引当金の増減額
前払年金費用の増減額
未収受信料欠損引当金の増減額 △
国際催事放送権料引当金の増減額
東京オリンピック・パラリンピック関連費用引当金の増減額
受取利息及び受取配当金 △
支払利息
固定資産売却益 △
固定資産除却損
固定資産売却損
受信料未収金の増減額
売上債権の増減額
棚卸資産の増減額
前払費用の増減額 △
未収金の増減額
仕入債務の増減額 △
未払消費税等の増減額
受信料前受金の増減額
その他 △
小計
法人税等の支払額 △

事業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △
定期預金の払戻による収入
有価証券の取得による支出 △
有価証券の売却・償還による収入
固定資産の取得による支出 △
固定資産の売却による収入
長期保有有価証券の取得による支出 △
長期保有有価証券の売却・償還による収入
利息及び配当金の受取額
その他 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △
リース債務の返済による支出 △
利息の支払額 △
連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 △
連結範囲の変更を伴わない子会社株式の売却による収入
子会社の自己株式の取得による支出 △
非支配株主への配当金の支払額 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高
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連結キャッシュ・フロー計算書

平成 年 月 日から

令和 年 月 日まで

（単位 百万円）

区 分 金 額
Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期事業収支差金
減価償却費
退職給付引当金の増減額
前払年金費用の増減額
未収受信料欠損引当金の増減額 △
国際催事放送権料引当金の増減額
東京オリンピック・パラリンピック関連費用引当金の増減額
受取利息及び受取配当金 △
支払利息
固定資産売却益 △
固定資産除却損
固定資産売却損
受信料未収金の増減額
売上債権の増減額
棚卸資産の増減額
前払費用の増減額 △
未収金の増減額
仕入債務の増減額 △
未払消費税等の増減額
受信料前受金の増減額
その他 △
小計
法人税等の支払額 △

事業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △
定期預金の払戻による収入
有価証券の取得による支出 △
有価証券の売却・償還による収入
固定資産の取得による支出 △
固定資産の売却による収入
長期保有有価証券の取得による支出 △
長期保有有価証券の売却・償還による収入
利息及び配当金の受取額
その他 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △
リース債務の返済による支出 △
利息の支払額 △
連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 △
連結範囲の変更を伴わない子会社株式の売却による収入
子会社の自己株式の取得による支出 △
非支配株主への配当金の支払額 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本等変動計算書及び

連結キャッシュ・フロー計算書に関する説明書

１ 子会社等の状況 令和 年 月 日現在

名称 住所

資本金又は

出資金

百万円

議決権の

所有割合

（％）

主要な事業の内容

（子会社）

㈱ エンタープライズ
東京都

渋谷区
放送番組の制作、購入、販売

㈱ エデュケーショナル
東京都

渋谷区
教育・教養番組の制作、購入

㈱ グローバルメディアサービス
東京都

渋谷区

ニュース、スポーツ番組の

制作、購入

㈱日本国際放送
東京都

渋谷区

外国人向けテレビジョン国際

放送番組の制作、送出、受信

環境整備

㈱ プラネット
東京都

渋谷区

地域文化・社会を素材とした

放送番組の制作

㈱ プロモーション
東京都

渋谷区
催物の企画、実施

㈱ アート
東京都

渋谷区

放送番組の制作に係る美術

業務

㈱ テクノロジーズ
東京都

渋谷区

放送設備、共同受信設備の

建設、保全、放送番組の制作

に係る技術業務

㈱ 出版
東京都

渋谷区

放送番組に係るテキストの

発行、図書、雑誌の出版

㈱ ビジネスクリエイト
東京都

渋谷区
建物、設備等の総合管理業務

㈱ 文化センター
東京都

港区

教養、趣味、実用、健康等の

各種講座の運営

営業サービス㈱
東京都

渋谷区

受信料関係の事務、

情報処理、受信相談の受付

（関連会社）

㈱放送衛星システム
東京都

渋谷区
放送衛星の調達、管制

千 番組供給事業と番組制作と

その支援事業

千￡ 番組供給事業と番組制作と

その支援事業

㈱ビーエス・コンディショナル

アクセスシステムズ

東京都

渋谷区

デジタル放送の有料放送・
自動表示メッセージ、著作権
保護等に使用する限定受信
方式の運用
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子会社等系統図
令和 年 月 日現在

    
  

株 ＮＨＫエンタープライズ   
株 放送衛星システム  

  

株 ＮＨＫエデュケーショナル   
  

  

株 ＮＨＫグローバルメディアサービス   
  

  

株 日本国際放送   株 ビーエス・コンディショナル

アクセスシステムズ
  

  

株 ＮＨＫプラネット    

  

株 ＮＨＫプロモーション    

  

株 ＮＨＫアート   
  

  

株 ＮＨＫテクノロジーズ   
一財 ＮＨＫサービスセンター  

  

株 ＮＨＫ出版   
一財 ＮＨＫインターナショナル  

  

株 ＮＨＫビジネスクリエイト   
一財 ＮＨＫエンジニアリングシステム  

  

株 ＮＨＫ文化センター   
一財 ＮＨＫ放送研修センター  

  

ＮＨＫ営業サービス 株   
学 ＮＨＫ学園  

 

 

  
公財 ＮＨＫ交響楽団  

 
 

 
 
福 ＮＨＫ厚生文化事業団 

 
 

  
〈福利厚生団体〉

 
 

   
日本放送協会健康保険組合 

 
 

  
一財 日本放送協会共済会 

   
（注） 内が連結子会社及び持分法適用会社

（一財）は一般財団法人、 公財 は公益財団法人、 学 は学校法人、 福 は社会福祉法人

の 社は、平成 年 月 日付で 株 ＮＨＫメディアテクノロジーを 株 ＮＨＫアイテックが吸収合併し、法人名称変更

日 本 放 送 協 会

関 連 会 社子 会 社

関 連 公 益 法 人 等
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３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

日本放送協会（以下、「協会」という｡）の連結会計については、放送法及び放送法施行規則の

定めるところにより、これに定めのないものについては、一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に従っております。

また、連結財務諸表の様式は、放送法施行規則に定める書式に準じております。なお、放送法

及び放送法施行規則の定めによるものについては、連結財務諸表にその旨を明示しております。

連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

子会社は全て連結しております。

連結子会社の数 社

主要な連結子会社の名称

㈱ エンタープライズ ㈱ テクノロジーズ ㈱ グローバルメディアサービス

持分法の適用に関する事項

ア 持分法を適用した関連会社

㈱放送衛星システム

イ 持分法を適用しない関連会社の名称等

㈱ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズ

持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会社は、当期事業収支差金（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。

連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社と持分法適用会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

会計処理基準に関する事項

ア 資産の評価基準及び評価方法

ｱ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法によっております。

ｲ デリバティブの評価基準

原則として時価法によっております。
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ｳ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として個別法に基づく原価法によっております。なお、放送を実施する可能性等

が低下したものについては、帳簿価額を切り下げております。

イ 固定資産の減価償却の方法

ｱ 有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び構築物 主として定額法によっております。

機械装置及び車両運搬具、その他の有形固定資産 定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ～ 年

機械装置及び車両運搬具 ～ 年

その他の有形固定資産 ～ 年

ｲ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

施設利用権 ～ 年

自社利用のソフトウェア 見込利用可能期間（ 年）

ｳ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

ウ 引当金の計上基準

ｱ 未収受信料欠損引当金

協会においては、当連結会計年度末の受信料未収額のうち、翌連結会計年度における

収納不能見込額を実績率により計上しております。

ｲ 貸倒引当金

売掛債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

ｳ 賞与引当金

従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ｴ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において必要と認められる額を計上しており

ます。

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
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ｳ 賞与引当金

従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ｴ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において必要と認められる額を計上しており

ます。

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して 年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌年度

から費用処理しております。

ｵ 役員退任引当金

協会においては、役員退任手当の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。

ｶ 国際催事放送権料引当金

協会においては、スポーツ大会等国際的な催事に関する放送権料の支払いに備える

ため、開催地決定時より放送実施までの期間に放送権料の合理的見積額を計上してお

ります。

なお、当該科目は、「企業会計原則注解 注 」における引当金とは異なり、放送

法施行規則の規定により特別に認められた引当金であります。

ｷ 東京オリンピック・パラリンピック関連費用引当金

協会においては、東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大会に関

する放送に要する費用（放送権料を除く。）の支払いに備えるため、平成 年度より

放送実施までの期間に放送に要する費用の合理的見積額を計上しております。

なお、当該科目は、「企業会計原則注解 注 」における引当金とは異なり、放送

法施行規則の規定により特別に認められた引当金であります。

エ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

オ ヘッジ会計の方法

ｱ ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップのうち特例処理

の要件を満たしている取引については、特例処理を採用しております。

ｲ ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりで

す。

ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約

ヘッジ対象…資金調達に伴う金利取引、相場変動による損失の可能性がある輸入取引

ｳ ヘッジ方針

原則として、実需の範囲内で支払円貨額を確定すること及び金利変動による損失可

能性を減殺することを目的としております。
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ｴ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を判断しております。ただし、ヘッジ手段

とヘッジ対象の重要な内容が同一であることから、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動をヘッジ手段が完全に相殺するものと考えられるため、有効性の判定を省略

しております。

カ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、 年間で均等償却しております。ただし、金額が僅少である

ものについては発生時において一括償却をしております。

キ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

ク 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

ケ 固定資産の減損会計

固定資産の減損会計につきましては、主として、放送法施行規則の規定により、「固定

資産の減損に係る独立行政法人会計基準」によっております。

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準 第 号 令和 年 月 日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 令和 年 月 日）

概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の つのステップを適用し

認識されます。

ステップ ：顧客との契約を識別する。

ステップ ：契約における履行義務を識別する。

ステップ ：取引価格を算定する。

ステップ ：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ ：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

適用予定日

令和 年 月期の期首より適用予定であります。

当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準 第 号 令和 年 月 日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 令和 年 月 日）

概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の つのステップを適用し

認識されます。

ステップ ：顧客との契約を識別する。

ステップ ：契約における履行義務を識別する。

ステップ ：取引価格を算定する。

ステップ ：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ ：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

適用予定日

令和 年 月期の期首より適用予定であります。

当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

４ 連結貸借対照表に関する事項

有形固定資産の減損損失累計額

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

特定資産

建設積立資産 （単位 百万円）

区 分
連結貸借対照表

計上額

建設積立資産

注 建設積立資産は、将来の建設投資のために積み立てたものであります。

５ 連結損益計算書に関する事項

（その他の特別支出）

その他の特別支出には、当連結会計年度において計上した以下の資産についての減損損失

百万円が含まれております。

単位 百万円

種 類 用 途 資 産 名 称 減損損失額

建物等 非現用資産 石手寮（愛媛県）等 件

建物等 現用資産 ドラマ関連事業設備等

注１ 現用資産は現在事業の用に供している資産であり、非現用資産は老朽化や移転等

によって使用しなくなった資産であります。

２ 非現用資産及び連結子会社の収益性の低下した設備について、減損損失を計上し

ております。

３ 当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に表示されている科目の金額との関係

（単位 百万円）

）現金及び預金

）預入期間が か月を超える定期預金 △

）取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資（有価証券）

現金及び現金同等物（ ）
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７ 金融商品の時価に関する事項

金融商品の状況に関する事項

協会は、資金の運用にあたっては、短期の預金（定期預金や譲渡性預金）及び長期の公社

債に限定して運用しております。短期については、金融機関の財政状況等を踏まえて運用対

象機関を絞り込むとともに、長期については、国債、政府保証債及び格付けの高い事業債を

購入し、リスク低減を図っております。

連結子会社は、資金の運用にあたっては、主として短期の預金及び安全性の高い有価証券

等によるものとし、資金の調達については銀行借入による方針です。また、営業債権である

受取手形及び売掛金は、自社の規程等に従い、取引先ごとの回収期日及び残高を定期的に管

理することにより、リスク低減を図っております。

金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位 百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

ア 現金及び預金 －

イ 有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券 －

ウ デリバティブ取引（※） －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については、（ ）で示しております。

注１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

ア 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

イ 有価証券

有価証券は、有価証券、長期保有有価証券及び建設積立資産の合計であります。

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

又は取引金融機関から提示された価格によっております。

ウ デリバティブ取引

取引金融機関から提示された価格によっております。

なお、デリバティブ取引は、輸入取引の相場変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行っておりません。

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位 百万円）

区 分
連結貸借対照表

計上額

非上場株式

非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものであるため、「イ 有価証券」には含めておりません。
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これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

イ 有価証券

有価証券は、有価証券、長期保有有価証券及び建設積立資産の合計であります。

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

又は取引金融機関から提示された価格によっております。

ウ デリバティブ取引

取引金融機関から提示された価格によっております。

なお、デリバティブ取引は、輸入取引の相場変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行っておりません。

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位 百万円）

区 分
連結貸借対照表

計上額

非上場株式

非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものであるため、「イ 有価証券」には含めておりません。

 

８ 賃貸等不動産に関する事項 

賃貸等不動産の状況に関する事項

東京都その他地域において、主として非現用不動産を所有しているほか、賃貸収益を得る

ことを目的とした賃貸オフィスビルを所有しております。

賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位 百万円）

区 分
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 令和元年度末の

時価平成 年度末残高 令和元年度増減額 令和元年度末残高

賃貸等不動産

注１ 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

２ 賃貸等不動産の令和元年度増減額のうち、主な増加は道後公園寮（愛媛県）の廃寮

に伴う非現用不動産への区分変更（ 百万円）、主な減少は旧武佐寮土地（北海道）

の売却（ 百万円）によるものであります。

３ 令和元年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づき算定した金額（指標

等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

９ 退職給付に関する事項 

採用している退職給付制度の概要

退職給付制度として、退職一時金制度及び労使で拠出する確定給付型の年金制度を設け

ております。また、一部の連結子会社は、確定給付企業年金制度を設けております。

なお、協会及び一部の連結子会社については、従来の退職年金制度の一部を確定拠出年

金制度に移行しております。

確定給付制度

ア 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（ウに掲げられたものを除く）

（単位 百万円）

期首における退職給付債務

会計方針変更による累積的影響 △

会計方針の変更を反映した期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

過去勤務費用の当期発生額 △

退職給付の支払額 △

期末における退職給付債務
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イ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（ウに掲げられたものを除く）
（単位 百万円）

期首における年金資産

期待運用収益

数理計算上の差異の当期発生額 △

事業主からの拠出額

退職給付の支払額 △

その他

期末における年金資産

ウ 簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
（単位 百万円）

期首における退職給付引当金

退職給付費用

退職給付の支払額 △

制度への拠出額 △

その他 △

期末における退職給付引当金

エ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
（単位 百万円）

積立型制度の退職給付債務

年金資産 △

非積立型制度の退職給付債務

未認識数理計算上の差異 △

未認識過去勤務費用 △

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

前払年金費用

退職給付引当金

注 簡便法を適用した制度を含みます。

オ 退職給付に関連する損益
（単位 百万円）

勤務費用

利息費用

期待運用収益 △

数理計算上の差異の当期の費用処理額

過去勤務費用の当期の費用処理額 △

簡便法で計算した退職給付費用

その他 △

確定給付制度に係る退職給付費用

積立制度に係る退職給付費用

非積立制度に係る退職給付費用

確定給付制度に係る退職給付費用

確定給付年金制度移行に伴う利益（※）

（※）特別収入に計上されております。
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イ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（ウに掲げられたものを除く）
（単位 百万円）

期首における年金資産

期待運用収益

数理計算上の差異の当期発生額 △

事業主からの拠出額

退職給付の支払額 △

その他

期末における年金資産

ウ 簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
（単位 百万円）

期首における退職給付引当金

退職給付費用

退職給付の支払額 △

制度への拠出額 △

その他 △

期末における退職給付引当金

エ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
（単位 百万円）

積立型制度の退職給付債務

年金資産 △

非積立型制度の退職給付債務

未認識数理計算上の差異 △

未認識過去勤務費用 △

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

前払年金費用

退職給付引当金

注 簡便法を適用した制度を含みます。

オ 退職給付に関連する損益
（単位 百万円）

勤務費用

利息費用

期待運用収益 △

数理計算上の差異の当期の費用処理額

過去勤務費用の当期の費用処理額 △

簡便法で計算した退職給付費用

その他 △

確定給付制度に係る退職給付費用

積立制度に係る退職給付費用

非積立制度に係る退職給付費用

確定給付制度に係る退職給付費用

確定給付年金制度移行に伴う利益（※）

（※）特別収入に計上されております。

カ 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債 券 ％

株 式 ％

その他 ％

合 計 ％

キ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産

の配分と、年金資産を構成する多様な資産から現在及び将来期待される長期の収

益率を考慮しております。

ク 数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における数理計算上の計算基礎

割引率 主として ％

長期期待運用収益率 主として ％

予想昇給率 主として ％

確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額 百万円

１０ 税効果会計に関する事項

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）                                              （単位 百万円） 
退職給付引当金

減価償却費

賞与引当金

未払事業税

未払社会保険料

棚卸資産

未実現利益

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額 △

繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

その他 △

繰延税金負債合計 △

繰延税金資産の純額
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１１ リースにより使用する固定資産に関する事項

連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備の一部については、所有権 
移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

 

１２ 関連当事者との取引に関する事項

記載すべき取引はありません。 
 

１３ 重要な後発事象に関する事項

 
該当事項はありません。

 

１４ 企業結合等に関する事項

（共通支配下の取引等）

取引の概要

ア 結合当事企業の名称および事業の内容

結合企業（吸収合併存続会社）

名称

株式会社エヌエイチケイアイテック

事業の内容

放送・通信・情報ネットワーク設備構築のコンサルティング・施工・運用・保守

放送受信環境設備のコンサルティング・調査・設計・施工・運用・保守

スタジオ、多目的ホール、音響設備等のコンサルティング・施工・運用・保守

被結合企業（吸収合併消滅会社）

名称

株式会社エヌエイチケイメディアテクノロジー

事業の内容

委託による放送番組の送出・制作に係わる技術業務、放送番組等の制作技術に

係わる研究開発の業務等

イ 企業結合日 平成 年 月 日

ウ 企業結合の法的形式

株式会社エヌエイチケイアイテックを存続会社とし、株式会社エヌエイチケイメディ

アテクノロジーを消滅会社とする吸収合併

エ 結合後企業の名称

株式会社 テクノロジーズ（平成 年 月 日付で商号を変更）

オ その他の取引の概要に関する事項

本合併は、“公共メディア” を支える総合技術会社として、創造性に富む企業文化

を構築するとともに、多様な専門性と確かな技術力により社会に貢献することを目指

すものです。
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１１ リースにより使用する固定資産に関する事項

連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備の一部については、所有権 
移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

 

１２ 関連当事者との取引に関する事項

記載すべき取引はありません。 
 

１３ 重要な後発事象に関する事項

 
該当事項はありません。

 

１４ 企業結合等に関する事項

（共通支配下の取引等）

取引の概要

ア 結合当事企業の名称および事業の内容

結合企業（吸収合併存続会社）

名称

株式会社エヌエイチケイアイテック

事業の内容

放送・通信・情報ネットワーク設備構築のコンサルティング・施工・運用・保守

放送受信環境設備のコンサルティング・調査・設計・施工・運用・保守

スタジオ、多目的ホール、音響設備等のコンサルティング・施工・運用・保守

被結合企業（吸収合併消滅会社）

名称

株式会社エヌエイチケイメディアテクノロジー

事業の内容

委託による放送番組の送出・制作に係わる技術業務、放送番組等の制作技術に

係わる研究開発の業務等

イ 企業結合日 平成 年 月 日

ウ 企業結合の法的形式

株式会社エヌエイチケイアイテックを存続会社とし、株式会社エヌエイチケイメディ

アテクノロジーを消滅会社とする吸収合併

エ 結合後企業の名称

株式会社 テクノロジーズ（平成 年 月 日付で商号を変更）

オ その他の取引の概要に関する事項

本合併は、“公共メディア” を支える総合技術会社として、創造性に富む企業文化

を構築するとともに、多様な専門性と確かな技術力により社会に貢献することを目指

すものです。

実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 号 平成 年 月 日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 号 平成

年 月 日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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（参考）

比 較 連 結 貸 借 対 照 表

（単位 百万円）

科 目
平 成 年 度

連結会計年度末

令 和 元 年 度

連結会計年度末
増 減

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 △

受 信 料 未 収 金 △

未 収 受 信 料 欠 損 引 当 金 △ △

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 △

有 価 証 券

棚 卸 資 産 △

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 △ △ △

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △ △ △

機 械 装 置 及 び 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △ △ △

土 地 △

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ △ △

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 そ の 他 の 資 産

長 期 保 有 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産 △

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用 △

そ の 他 の 出 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金 △ △ △

出 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産

建 設 積 立 資 産 △

特 定 資 産 合 計 △

資 産 合 計

（単位 百万円）

注 この表において、「承継資本」とは旧社団法人日本放送協会から承継した純資産を、「固定資産充当資本」

とは固定資産の再評価益を資本に組み入れた額並びに過年度の当期事業収支差金及び剰余金のうち資本

支出充当として固定資産化し資本に組み入れた累計額をいいます。なお、これらはいずれも協会の貸借

対照表に計上されたものであります。

科 目
平 成 年 度

連結会計年度末

令 和 元 年 度

連結会計年度末
増 減

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 △

短 期 借 入 金 △

未 払 金 △

未 払 費 用 △

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等 △

受 信 料 前 受 金

短 期 リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金 △

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計 △

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 引 当 金

国 際 催 事 放 送 権 料 引 当 金

東 京 オ リ ン ピ ッ ク ・ パ ラ リ ン

ピ ッ ク 関 連 費 用 引 当 金

長 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計 △

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

承 継 資 本 －

固 定 資 産 充 当 資 本

連 結 剰 余 金

資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ △ △

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ △ △

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ △ △

非 支 配 株 主 持 分 △

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計
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（単位 百万円）

注 この表において、「承継資本」とは旧社団法人日本放送協会から承継した純資産を、「固定資産充当資本」

とは固定資産の再評価益を資本に組み入れた額並びに過年度の当期事業収支差金及び剰余金のうち資本

支出充当として固定資産化し資本に組み入れた累計額をいいます。なお、これらはいずれも協会の貸借

対照表に計上されたものであります。

科 目
平 成 年 度

連結会計年度末

令 和 元 年 度

連結会計年度末
増 減

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 △

短 期 借 入 金 △

未 払 金 △

未 払 費 用 △

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等 △

受 信 料 前 受 金

短 期 リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金 △

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計 △

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 引 当 金

国 際 催 事 放 送 権 料 引 当 金

東 京 オ リ ン ピ ッ ク ・ パ ラ リ ン

ピ ッ ク 関 連 費 用 引 当 金

長 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計 △

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本

承 継 資 本 －

固 定 資 産 充 当 資 本

連 結 剰 余 金

資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ △ △

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ △ △

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ △ △

非 支 配 株 主 持 分 △

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計
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（参考）

比 較 連 結 損 益 計 算 書

（単位 百万円）

 

 
  

科 目
平 成 年 度

連結会計期間

令 和 元 年 度

連結会計期間
増 減

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入 △

受 信 料 △

その他の経常事業収入 △

経 常 事 業 支 出

放 送 事 業 運 営 費

未収受信料欠損償却費

その他の経常事業支出 △

経 常 事 業 収 支 差 金 △

経

常

事

業

外

収

支

経 常 事 業 外 収 入

財 務 収 入 △

その他の経常事業外収入

経 常 事 業 外 支 出 △

財 務 費

その他の経常事業外支出 △

経 常 事 業 外 収 支 差 金

経 常 収 支 差 金 △

特

別

収

支

特 別 収 入

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 の 特 別 収 入

特 別 支 出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損 △

そ の 他 の 特 別 支 出

税 金 等 調 整 前 当 期 事 業 収 支 差 金 △

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △

法 人 税 等 調 整 額 △

当 期 事 業 収 支 差 金 △

非支配株主に帰属する当期事業収支差金 △

親会社に帰属する当期事業収支差金 △
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